（様式１：申（様式１：１次申請書）　
A4・6枚を目安にポイントをおさえ、査読者が読みやすいよう留意して作成。
大学発新産業創出プログラム（START）　社会還元加速プログラム（SCORE）
１次申請（セミナー・ワークショップ参加申込）書
平成　　年　　月　　日提出

１．研究開発の概要と位置づけ
　１）研究開発課題名（公開用）
 （記入例）XXの事業化検証のためのXXの開発
　２）研究開発の概要（公開用）
 （記入例）WWの解決を目的とし、XXの性質を持つYYをMVPとして開発し、ZZを提供するというビジネスモデルと共に顧客候補の評価を受ける
２．推進体制
　１）研究代表者
氏名　　　：　　　　　　　　　　　　フリガナ　：　
エフォート：　
生年月日：　西暦　　　　年　　月　　日　（　　歳）
所属機関：　
部署　　　：　　　　　　　　　　　　　役職：　
住所　　　：　〒
電話番号：                  E-mail：　　
　２）EL
氏名　　　：　　　　　　　　　　　　フリガナ　：　
エフォート：　
生年月日：　西暦　　　　年　　月　　日　（　　歳）
所属機関：　
部署　　　：　　　　　　　　　　　　　役職：　
住所　　　：　〒
電話番号：                  E-mail：　
３）研究機関担当者　（本件に関する大学等の代表窓口担当者）
氏名　　　：　　　　　　　　　　　　フリガナ　：　
所属機関：　
部署　　　：　　　　　　　　　　　　　役職：　
住所　　　：　〒
電話番号：                  E-mail：　
　 ４）その他（いない場合は記載不要。いる場合に記載してください。）　
ア）主たる共同研究開発者
氏名　　　：　　　　　　　　　　　　フリガナ　：　
エフォート：　
生年月日：　西暦　　　　年　　月　　日　（　　歳）
所属機関：　
部署　　　：　　　　　　　　　　　　　役職：　
住所　　　：　〒
電話番号：                  E-mail：　
イ）その他参画者
氏名　　　：　　　　　　　　　　　　フリガナ　：　
エフォート：　
生年月日：　西暦　　　　年　　月　　日　（　　歳）
所属機関：　
部署　　　：　　　　　　　　　　　　　役職：　
住所　　　：　〒
電話番号：                  E-mail：　
　　
　　５）プロジェクトにおいて活用する人材のネットワーク等

３．技術シーズ（原権利）の概要
１）技術シーズの基となる発明（事業化に必要となり得る特許、および、周辺特許を含む）、
および、技術シーズの内容
（記入例）・「ＸＸ装置」
　　　特開20XX-XXXXX、発明者：XX XX、出願人：XX大学（100%）、出願日：平成X年X月X日
　　　PCT/JP20XX/XXXXXX（国際出願日：平成X年X月X日、指定国：XX、XX、XX）

　２）技術シーズに関するアライアンスやライセンス契約等の状況

　３）技術シーズの創出、育成に寄与したJST関連事業、および、公的支援制度

　
４）TRL（Technology Readiness Level;技術成熟度）

	stage
	TRL
	成熟水準の例示
	現時点の技術水準

	実用化R&D
	9
	実技術が実際の運用条件の下で証明される（性能ばらつき、歩留まり等の量産課題が解決する）
	

	
	8
	実技術が完成し、試験・デモにより評価される（顧客企業の調達責任者の定めた採用基準を達成）
	

	実証的R&D
	7
	実運用環境でのプロトタイプデモ実施（顧客企業の開発者（ユーザー）による品質確認が行われる）
	

	
	6
	応用上意味のある環境でのプロトタイプのデモ（模擬試験で有用性を確認する。サンプル出展する。）
	

	応用R&D
	5
	応用上意味のある環境で機能試験品の評価（用途特許出願）
	（記入例）本申請書作成時点で実施中。特願2017-XXXXXX、特願2016-XXXXXX

	
	4
	実験室環境での機能試験品の評価（主要な技術課題の解決の見通しを得る）
	

	基礎R&D
	3
	分析や実験により重要な機能や概念が抽出でき、実施にいたる（コンセプトの実験的証明)
	

	
	2
	技術的概念・応用が明確化でき、原理・現象の定式化にいたる（基本特許出願）
	（記入例）特許第XXXXXXX号

	
	1
	基本原理、現象が観測・報告される（発見。先行技術調査。）
	


※補足説明：

４．ビジネスモデル仮説の概要

５．ベンチャー起業に係るモチベーションについて
１）本技術シーズの社会実装の方法として、ベンチャーを選択した背景、理由

２）申請者の大学発等ベンチャー起業に対する熱意やコミットメント等について

　
６．他のベンチャー支援関係プログラム等の活用について

７．利益相反に関する検討及び他制度の助成・既存事業との切り分け

記入要領、記入例は削除して提出ください





（記入要領）


※研究開発の概要について150字程度で記載ください。





※可能であれば、技術シーズ（原権利）等についても説明を記載下さい。ただし、採択後のプレスリリース等の公開資料として使用しますので、知財等の確保状況に十分にご留意下さい。








※応募の要件、研究代表者の要件を満たすことが必要です。





※別途、略歴等の資料を添付ください。





※応募の要件、ELの要件を満たすことが必要です。


※研究代表者がELを兼務する場合、本欄にその旨を記載ください。


※１次（セミナー・ワークショップ参加申込）申請から２次（審査申込）申請の段階で変更は可能です。


※別途、略歴等の資料を添付ください（研究代表者が兼務の場合、同じ資料の重複は不要です）。





※産学連携本部等の担当者の情報を記入してください。


※課・室・係などの部署共通メールアドレスが望ましいです。





※応募の要件、主たる共同研究開発者の要件を満たすことが必要です。


※１次（セミナー・ワークショップ参加申込）申請から２次（審査申込）申請の段階で変更は可能です。


※別途、略歴等の資料を添付ください。








※上記以外で研究開発に必要な人材等であって、一時的に本研究開発への参画が確定している者について記載（博士研究員、大学院生であっても構いません）


※２名以上の場合は、記入欄を増やして記載してください。


※別途、専門分野、研究開発経歴等がわかる略歴等の資料を添付ください。





※計画の段階で、具体的な人材が特定できていないものの、体制構築の上で活用を想定しているネットワークや参画を検討している具体的な人物等があれば、可能な限り具体的に記載


※別途、専門分野、研究開発経歴等がわかる略歴等の資料を添付ください。





※発明の名称、特許（出願）番号、発明者、出願人、出願日などを記載して下さい。





※技術シーズの内容について記載してください。背景、現状の問題点、競合技術に対する独創性・新規性、これまで得られた研究成果を、図表やデータを用いて具体的に記載してください。





※申請する技術シーズ（原権利）に関して、既に他機関と共同研究を行っている場合やライセンス契約等がある場合は、その状況について具体的に記載ください。


※将来、本プロジェクトを通じてスタートアップが創出された場合、技術シーズの発明者、技術シーズが帰属する機関等（共願人）の同意が得られているか、その他に関連する発明が無いか、などについて記載ください。





※申請する技術シーズ（原権利）に関して、支援を受けた競争的資金、助成金などについて記載ください（支援プログラム名、実施プロジェクト名、実施期間、役割等）。





※現時点の技術水準を客観的に検討して記載してください。








※例示は抽象化した機器開発分野の内容です。各分野での表現や、より具体的な表現に書き換えて作成ください。





※データ取得前などのアイデアの場合は便宜上、TRLを１としてください。





※記入例は削除して提出ください（文字は青色から黒色に戻してください）。





※補足説明が必要な場合は表の下に記載ください。特に補足説明が無い場合は記載不要です。





※現時点で想定しているビジネスモデルの概要について、ポイントを絞って記載。





※（記入例）XXはAA分野で実用化が期待されているといわれているが、YYの機能を活かしたBB分野で先行するほうが有利に市場を創造できるのではないかと考えている。申請者のもつLLの技術シーズはMMの機能はもてないが、独自のNNの機能があり、それをコアコンピタンスとして、顧客を獲得できるのではないかと考えている。








※企業との共同研究やライセンスによる社会実装ではなく、ベンチャー起業により展開を目指す経緯について、これまでの取り組みや手応え等の背景、理由があれば具体的に記載ください。








※大学発ベンチャー設立にかける熱意や決意等について、具体的に記載ください。








※文部科学省EDGEプログラムをはじめとした、他のベンチャー支援関係プログラム、研究開発プログラムの活用についてあれば記載ください。





※本項目は該当が無い場合、記載不要です（申請の必須要件ではありません。）





※本研究開発への参画者と内外の関係者との間に利益相反の関係が想定される場合は、当該関係について具体的に記載ください。





※研究代表者が、競争的研究資金等、他制度の助成を受給している場合（申請中も含む）は、当該制度の受給状況（制度名、研究課題、実施期間、予算額、役割（代表者/分担者等）、エフォート）及び本申請との切り分けを記載ください。エフォートの定義については公募要領50～51ページを参照ください。





※本研究開発の関係者が、類似の既存事業に関与している場合（研究開発チームのメンバーが類似事業のベンチャー企業の経営に関与している等）は、当該事業と本申請との切り分けについて記載ください。





※上記の記入内容について、事実と異なる記載をした場合は、研究課題の不採択、採択取消し又は減額配分とすることがあります。
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